2009年10月13日
第897回定例教育委員会で決定された「前期選抜の改革の方向」について
長野県高等学校教職員組合
本日行われた第897回県教育委員会定例会において、県立高校の入学者選抜制度に関わって、前期選抜の改革の方向が決定されました。その内容は、「改革の方向」として①前期選抜は継続するが、前期選抜の実施は各高等学校の判断によるものとする、②職業科の募集枠は引き続き50％とするが、前期選抜において校長裁量を認める、③志願理由書の様式の研究など、選抜事務の簡略化と負担軽減について一層の検討をするという３点を挙げ、各校での検討を経て改革案を今年度中に決定し、平成23年度から実施するというものです。
通学区域拡大に伴い「過度の受験競争を避けるためにも多様な個性を評価できるような入学選抜方法を工夫し、推進する」ことを理由に導入された前期選抜が始まって6年となりましたが、この間、前期選抜については「おびただしい数の受検生に不合格体験をさせること」「通常の教育活動に支障が出るほど入試にかかわる業務が増加すること」「あいまいな判定基準への不満・そのことへの職員の不安があること」「中学校の授業のあり方、とりわけ３年生の授業を変容させたこと」「学力低下のおそれがあること」など多くの問題点が指摘されてきました。
同様の制度を導入してきた他県でも、埼玉県、静岡県、和歌山県などで前期選抜取りやめの動きがあり、長野県内でも、高教組、県教組が県ＰＴＡ連合会などと協力して県民的なシンポジウムを開催し、県議会でもさまざまな会派から見直しの要望が出される中で、高教組では９月に、高校現場の教職員の要望を取りまとめる緊急のアンケートを行いました。
アンケートには県下87高校中81高校から1,602名の回答があり、その中で、「前期入試」について「改善すべき」「廃止すべき」が併せて90％を超え、いわゆる普通科「進学校」での前期入試の取り止めを求める声も合わせて75％を超えた点も注目されました。高教組ではこうしたアンケートの結果も踏まえ教育委員会に対して、前期入試の廃止を含む大幅な改善を検討するよう求めました。
このような流れの中で、県教委が本日「前期入試」に関する一定の改善方向を決定したことは評価されるべきことです。
しかし、改革の方向として、「前期選抜は継続するが、前期選抜の実施は各高等学校の判断によるものとする」としたことは、改革の成否が現場教職員と学校長の判断に委ねられたことになり、県教委の責任を回避したものとも言えます。各学校現場ではこの県教委の決定を受けての英断が求められています。県教委主導の「特色づくり競争」が強いられる中で、いわゆる「良い子取り競争」・「マイスクール主義」を乗り越えて、すべての生徒に高校教育を保障する立場からの改革が求められています。とりわけ、「学力」を重視する選考を行ってきた都市部普通科高校での「前期入試」取りやめも含む大幅な改革が強く求められます。
一方、「職業科の募集枠は引き続き50％とするが、前期選抜において校長裁量を認める」としたことは、前期入試で無駄な不合格体験をさせているとの思いから、前期枠を広げてほしいとの現場要望を一定受け入れたものとして評価できますが、このことを無制限に広げると、学力検査を課されないで高校に入学する生徒が大幅に増えることになり、義務教育段階で学力検査を目指す集団と学力検査を目指さない集団の大きな2つの集団が形成されかねず、そのことの影響にも配慮した慎重な対応が求められます。
「志望理由書の様式の研究など、選抜事務の簡略化と負担軽減について一層の検討をする」としたことは、高校在校生や中学校3年生への教育活動への支障が出るほど過重となっている入試業務の改善の必要を県教委自身が認めたものであり、この認識に立っての早急な改革が求められます。
戦後の教育改革では「高校全入」「小学区制」「男女共学」が構想されました。これは「すべての子どもたちに等しく豊かな中等教育を」という理想に基づくものでした。この理想からすれば、高校入試そのものの廃止が目指されなくてはなりません。しかし、その後の教育改革は、この理想に逆行する方向で進められ、大通学区の中で多様な高校がつくられ、高校間隔差が顕著に現れる中で、入試制度はどのような形をとっても、ベストの形というものはありません。そのことを前提としつつも、少しでも「15の春を泣かせない」入試のありようを追求することは、私たち高校教職員の責務と考えます。
今回の県教委の決定を契機に、すべての学校現場で旺盛な議論が行われ、入試の改善が進むことを期待するとともに、県教委にはそのためのイニシアティブを発揮するよう強く求めるものです。
また、今回の県教委の「改革の方向」でも「前期入試の判定基準があいまいである」、「中学の3年3学期の授業を変容させた」「特色学科は前期枠を9割としながら職業科は5割としているのは整合性に欠ける」などといった問題点は解決されません。その意味では、今回の決定とそれに伴う今後の改革にとどまることなく、通学区枠や募集定員、入試方法など抜本的な入試の見直しを今後も引き続き行うことが必要です。県教委には、県民の声に耳を傾け、そのための検討を一層すすめるよう改めて要望するものです。
